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記者クラブの自由化に関する法律案について 

 

 

依頼事項１ 政府、自治体は、報道記者が常駐する施設を無償で供与してはなら

ない。記者クラブという常駐の施設を提供する場合は、これに要する経費はす

べて報道側に負担させなければならない。（なれ合いを避けるために、必要で

ある） 

 

→(1)記者室については、国の事務、事業の遂行のため国が提供するものであり、

行政財産の使用収益とみなさないことができるとされている（行政財産を

使用又は収益させる場合の取扱いの基準について(昭和33年大蔵省通達)参

照）。また、地方公共団体においても同様の通達を定めている例がある。こ

のような通達があることから、記者室に係る経費について報道機関側に負

担させることの合理性について検討する必要がある。 

 (2)行政財産の使用収益とされない他の場合と異なって、記者室の管理につい

てのみ特に法律をもってその費用を負担させることを合理的に説明するこ

とができるか。 

 

 

依頼事項２ 政府、自治体が開催する記者発表には、あらかじめ登録された定期

刊行物の記者をすべて招待しなければならない。ただし、日本の記者の全部も

しくは一部を不当に会見から締め出し、または不当に追放するなど差別的な

扱いをしている国の記者または政府批判の許されない国の記者は、これを排

除するものとする。（中国や韓国側の不当な扱いに対抗するためである。） 

 

→(1)記者会見の参加者を適切な数に制限することについては、①セキュリティ

上の問題②記者会見場のキャパシティの問題③実質的な質問の機会の確保

の点から合理性があり、登録された記者全員を招待することは現実的に困

難ではないか。 
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 (2)登録により適切な数に絞ることが可能だというのであれば、登録制度が実

質的に排除の仕組みとなるということであり、目的と矛盾することになら

ないか。 

 (3)ただし書の要件については、取材や報道に国際関係における相互主義のよ

うな考え方が妥当するのかどうか検討が必要なのではないか。 

 

 

依頼事項３ 記者登録および更新の要件は、政令でこれを定める。（報道組織の

最高責任者による記者の識見の保証、報道組織に入社して１０年以上の取材

経験のあるもの、過去１０年以内に犯罪歴のないもの、報道組織が自国の政府

の管理下にあり、政府の批判が許されない国でないことなど） 

 

→(1)法律をもって記者会見に参加する記者を登録制とし、その要件を政令で定

めることとすると、政府等が記者会見の参加者を恣意的に選別することに

つながるおそれがあり、また、更新制度を設けることは更新を受けるため政

府等に対する取材・報道に萎縮効果を生じさせることにもなりかねず、取材

の自由・報道の自由や国民の知る権利の保障とは逆行するものと言わざる

を得ず、政策の目的を達成するための手段としての合理性を説明すること

は困難ではないか。 

 (2)例示として挙げられている登録の要件についても、政策目的との関係から、

ひとつひとつ、その必要性と合理性が検証されなければならない。 


